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主に地方都市において，高齢化や人口減少が問題となる中で，自動車交通への依存，中心市街地の空洞

化，公共交通の衰退といった悪影響が循環的に起きている．この悪循環から脱却するためには持続可能な

形で，高齢者をはじめとした市民がサービスを享受できる交通網の形成が必要である．1) 

本研究では，石川県小松市を対象として，民間路線バス及びコミュニティバスの効率化，さらには公共

交通網形成計画の支援となる計画手法の提案を目的とし，小松市の主な公共交通機関である路線バスの乗

降調査データと，市民アンケート調査及びワークショップを通じた市民の利用意向の調査の 2 方面から現

状分析・課題抽出を行った．また，生存分析を用いて，地域別のバスの需要と供給の関係から，各地域に

おける免許返納意思にかかわる要因と運転限界を明らかにした． 
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1. はじめに 

 

地方都市において，少子高齢化，人口減少，市街地の

低密拡散化が問題となっている．これにより自動車交通

への依存，中心市街地の空洞化，公共交通の衰退といっ

た悪影響が循環的に起きている．2)3)この悪循環から脱却

するために持続可能な形で，高齢者をはじめとした市民

がサービスを享受できる公共交通網の形成が必要である． 

本研究では，人口が約 10 万人の石川県小松市を対象

として，民間路線バス及びコミュニティバスの効率化，

さらには公共交通網形成計画の支援となる計画手法の提

案を目的とし，小松市の主な公共交通機関である路線バ

スの乗降調査データと，市民アンケート調査及びワーク

ショップを通じた市民の利用意向の調査の 2方面から現

状分析・課題抽出を行った．また，自分で運転すること

が困難となる高齢者の将来的な運転する意思に影響する

要因を，生存分析を用いて明らかにした． さらに，地

域別のバスの需要と供給の関係から，各地域における運

転限界を明らかにした． 

 

2. 小松市の公共交通の現状 

 

 (1) 小松市の公共交通体系 

小松市の公共交通体系は，鉄道は 3 駅(小松駅・粟津 

駅・明峰駅），路線バスは 17 路線，2 事業者，タクシ

ーが 9 事業者となっている． 
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(2) 路線バスの利用者数の推移と主な取り組み 

 平成 21 から平成 28 年までの路線バスの利用者数の 

推移を図-1 に示す．利用者数は増加傾向にある．主な 

取り組みとしては平成 21 年に，65 歳以上高齢者，障 

がい者および高校生を対象としたフリー乗車券として 

「らく賃パスポート」を導入した．このパスポート提示 

で市内区間の対象路線が乗り放題となり，対象路線は

17 路線中 15 路線となっている．4) 

「らく賃パスポート」の購入者の内訳は，平成 28 年

時点で高齢者が 652 人，障がい者が 94 人，高校生が 350

人であり，市外高校生を除いて小松市民の利用者は計

1096 人である．平成 22 年には市内循環線の再編，平成

25 年には電気の力で走る環境にやさしいEV バスを導入

した．平成 26 年には木場潟回遊線の再編を行った．5) 

 

(3) 路線維持にかかる財政負担 

平成 21 から平成 28 年までの路線バスの維持にかかる

市の財政負担の推移を図-2 に示す．利用者は増加傾向に

あるが，市の財政負担も年々増加している．主な要因と

してはバス車両の更新やコミュニティバスの拡大による

経費増額と，らく賃パスポートの利用拡大による運賃補

填の増大が挙げられる． 6) 

 

 

 

 

(4) 路線別利用状況 

平成 28 年度における路線別の収支率と 1 回当たりの

利用人数を図-3 に示す．収支率が 50 ％を超える路線は

17 路線中 7 路線である．また，一回当たりの利用者数

が 5 人以下の路線もあり，そのような路線ではジャンボ

タクシーといった車両の小型化も考えられる． 

 

3. 公共交通に関するアンケート調査 

 

(1) アンケート概要 

小松市民を対象に，日常的な交通行動公共交通の利 

用状況や改善ニーズなどを把握することを目的にアン 

ケート調査を実施した．アンケート調査票は一般無作 

為抽出により，一般市民(20 歳～79 歳) に対して配布 

数 2500 のうち回収数は 958，回収率は 38 ％である．ま 

た，その他に高齢者総合相談センターへの個別配布で 

回収数が 565，市内高校への個別配布で回収数が 479 で 

ある．よってサンプル数は一般市民は 1523，高校生が 

479 で，総サンプル数が 2002 サンプルである． 

 

(2) 基礎集計 

a) 年齢構成及び性別 

 年齢構成及び性別の集計結果を図-4に示す．高齢者総

合相談センターへの個別配布もあり，60 代以上のサン

プルが多い．また，女性サンプルが多い結果となった．

． 

 

(人) 

図-1 路線バス利用者数推移 

図-2 路線バス維持にかかる財政負担 

(千円) 

(人) 

図-3 路線別の収支率・1回当たりの利用人数 

(人) 

図-4 年齢構成及び性別 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 3 

a) バスを利用する主な目的 

過去 1か月以内にバスを利用した人を対象に，バスを

利用した目的を尋ねた．その集計結果を図-5に示す．通

院と買い物等の回答数が多く，その次に多い趣味・余暇

と比較して倍以上の票数がある．これは 60 歳以上のサ

ンプル数が多いことに起因していると考えられる． 

b) バスを利用する主な理由 

バスを利用した人を対象に，移動手段としてバスを利用

した理由を尋ねた．その集計結果を図-6に示す．図-6の

通り，「バスしか移動手段がない」，「バス停が近い」，

「目的地まで運行していること」の 3項目の票数が多く，

移動手段としてバスを選択する上で重要な項目であるこ

とが考えれらる． 

c) バスを利用しない主な理由 

 ここでは,過去 1 か月にバスを利用していない人を対

象に，その理由を尋ねた．その結果を図-7 に示す．図-7

より，まずバスを利用しないサンプルの方がかなり多い

ことが分かる．バスを利用する理由で重要な項目だと考

えられたバス停までの距離，目的地まで運行しているか

どうかに関係する項目も回答数は多い．中でも「他の移

動手段の方が便利」の回答が圧倒的に多く，次いで多い

「その他」にも「自分の車があるため利用することがな

い」といった回答が多くみられ，特にバスより便利であ

ると考える移動手段(自動車)があるかどうかでバスの利

用は大きく左右される可能性がある． 

 

(3) 年齢別公共交通充実度評価 

公共交通が充実していると感じているか，という設問に

対する 5段階評価を年齢とクロス集計した．その結果を

図-8に示す．図-8より，充実していると感じるか，に対

し 80 代以上の高齢者が「あまりあてはまらない」「最

もあてはまらない」と感じるている割合が最も高く，約

22％であった．このことから，車を運転することが困難

になると考えられる高齢者及び免許返納者が，公共交通

が充実していないと評価していると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 バスを利用する目的 

図-6 バスを利用する理由 

図-7 バスを利用しない理由 

図-8 年齢別公共交通充実度評価 
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4. 公共交通に関する市民向けワークショップ 

 

地域公共交通の見直しの際に重要となる「住民の

声」を聞くため，平 成 29年 12 月 1 日，小松市役所で

市民向けワークショップを行った．概要としては，ま

ず小松市の公共交通の現状について発表し，グループ

ワークで利用者側 2 グループと事業者側 1 グループが

それぞれ感じるニーズや課題，小松市の今後の路線バ

スのあり方について意見を出し合った．(図-9) 

利用者側から挙げられた課題の中には，「自宅近く

にバス停がない」などのバス停に関する課題，「目的

地まで運行していない・乗り換えが必要」，「本数が

少なく不便」などの路線や便数に関する課題が目立っ

た．また，「自動車があるため路線バスは必要ない」

という意見がある一方で，「身体的に運転できなくな

った時や，免許返納後の移動が不安」といった内容の

不安の声も挙がった． (図-10) 

また，事業者は乗客に対する不満や人手不足を課題

としていることが分かった． 

今後の路線バスのあり方については，「詳細な現況

把握を行った上での路線や便数の調整」，「不便地域

に乗り合いタクシーの導入」，「病院などの主要施設

へ運行」，「スーパーマーケットと提携するなど新し

いサービスの導入」など様々な意見が挙げられた． 

 

 

 

5. 高齢者の免許返納意思に関する分析 

 

(1) 分析概要 

 本研究におけるアンケート調査で，路線バスの利用

には主に自動車をはじめとしたバスより便利だと考え

られている移動手段の有無が大きく影響していること

を確認した．また，公共交通に関する市民向けワーク

ショップにおいて，小松市では自動車交通に依存して

いながら，運転できなくなった時や免許返納後の移動

手段を不安に感じている意見が挙がったことから，特

に高齢者の免許返納意思に影響している要因を明らか

にするとともに，将来的に高齢者の移動手段になると

考えられる路線バスの需要可能性や，利用促進及び高

齢者の安定した移動手段として機能させるために必要

な点を明らかにすること事を目的として生存時間分析

を行った．なお,生存時間分析とは,イベントが起きる

までの時間とイベントとの間の関係に焦点を当てる分

析方法であり，モデル推定には COX 比例ハザードモデ

ル式 (1a)を用いる． 

 

 

本研究では，アンケート調査において，65 歳以上を

対象に，今後免許返納しようと考えている年齢を問う

設問を設け，その時点で免許返納する年齢と，それに

影響する要因を分析した．また，サンプル数は 245 で

ある． 

 

(1) パラメータ推定 

 免許返納意思に影響を与えると考えた項目は「性

別」，「自動車を用いての買い物及び通院の頻度(回/

日)」，「買い物・お出かけの便利度」,「通院の便利

度」，「住んでいる地域に対する評価(商業サービスが

充実しているか)，(医療環境・福祉施設が充実している

か)，(公共交通機関が充実しているか)」の 7変数である． 

 モデル式には，この中から「性別」,「自動車を用い

ての買い物及び通院の頻度」,「医療環境・福祉施設が

充実しているか」の 3 つが共変量として推定され，そ

れぞれのパラメータ推定結果を表-1 に示す． この結果

から，性別は女性，買い物・通院の頻度が低く，医療

環境・福祉施設が充実度の評価が高い程早く免許返納

する傾向があることが分かる． 

共変量 
性別 

男=1，女=0 

買い物・通院

の頻度 

医療環境・福祉施設

の充実度 

係 数 -0.2487 -0.1639 0.0727 

図-9 ワークショップの様子 

図-10 将来の移動に不安を感じる意見 

(1a) 

表-1 パラメータ推定結果 
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(2) 感度分析 

 推定された 3 つの共変量のうち，現実のまちづくり

に反映させることができる可能性がある「医療環境・

福祉施設の充実度」を変化させることに伴い，免許返

納意思がどう変化するか，感度分析を行う．本研究で

は最低評価の 1 点，最高評価の 5 点，及び得られたサ

ンプル数である 245 サンプルの平均点の 2.51 点の 3 つ

を比較した．その生存率曲線を図-11に示す． 

 図-11 より，医療環境・福祉施設の充実度の評価が小

松市の平均点 2.51 から最高点の 5 まで上がると最大約

6.7％免許保持率が下がり，逆に最低点の 1 点まで下が

ると最大約 10.7％免許保持率が上がる．また，免許保

持率 40％のラインで見ると，平均点 2.51 点と最高点 5

点では免許返納する年齢に 5 歳の差があることが分か

る．このことからも医療環境・福祉施設の充実度の評

価が上がるにつれて免許返納するのが早くなることが

分かる． 

 

6. 地域別免許返納意思に関する生存時間分析 

 本章では，前章で推定されたモデルを用いて，小松

市全体で得られたサンプルをいくつかの地域でサンプ

リングし，それぞれのサンプルにおける免許返納意思

に関しての生存時間分析を行った． 

 

(1) サンプリング 

 サンプリングの手法としては，小松市路線バスの乗

降調査データを用いた．具体的には，小学校区レベル

の地域でそれぞれの小学校区を走る路線バスの 1 日当

たりの運行本数(全路線の運行本数の和) をその小学校

区の路線バスの供給 S とし，同じくその小学校区が有

しているバス停留所の 1日当たりの平均利用者数の合 

 

計を需要 D として集計した．次に横軸を供給 S，縦軸

を需要 D として散布図を作成し各小学校区をプロット

した．(図-12)ここで，芦城小学校区，東稜小学校区，

安宅小学校区の 3 区については需要・供給ともに高く，

外れ値検定(両側検定)により外れ値であるであると検定

されたこと，また，本研究は公共交通の不便地域の課

題抽出や公共交通の効率化を図る意味合いが強いこと

から，公共交通が充実していると考えられる以上の 3

区は本分析対象から除いた，それ以外の 22 小学校区の

計 215サンプルを対象とする． 

 続いて，供給 S の平均値 31.77(本/日)の直線と需要 D

の平均値 37.23(人/日)の直線で 4 領域に区切り，それぞ

れの領域①(供給：少，需要：少)，領域②(供給：多，

需要：少)，領域③(供給：少，需要：多)，領域④(供

給：多，需要：多)について，領域①を非充実地域，領

域②を非効率地域，領域③を効率地域，領域④を充実

地域と名付けた．(図-12) しかし，②非効率地域には

どの小学校区もプロットされなかったため，①，③，

④の 3 つに分割し分析を行う．また，各地域と医療施

設の位置関係を図-13に示す． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 生存率曲線 -感度分析- 

図-12 サンプリング及びサンプルの名称 

対象外 

①非充実地域 

③効率地域 

④充実地域 

医療施設 

図-13 各地域と医療施設の位置関係 
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 図-13 において，灰色で示した地域は JR 小松駅や小

松空港といった交通の拠点があるため充実していると

いえる．青色で示した地域は医療施設を含めた小松市

の主要施設を多く有している．赤色で示した地域は主

に山間部である． 

 

(2) 分析結果 

 3 地域それぞれの生存率曲線を作成するにあたり，前

章で推定されたモデルの 3 つの共変量を，各地域の平

均値で固定することで 3 地域の差を明らかにする．各

地域の共変量の平均値を表-2に示す． 

  推定されたモデルとこれらのパラメータを用いて

作成した生存率曲線を図-14に示す． 

 図-14 より，③効率地域，①非充実地域，④充実地域

の順で今後の免許返納が遅いことが分かる．また，ど

の地域においても 75歳，80歳，85歳を境目に免許保持

率が大幅に下がっており，特に 80歳では約 30％ものサ

ンプルが免許返納するという結果であった．免許保持

率が 80％となる年齢，つまり 20％が免許返納する年齢

は，③効率地域は 80 歳であるのに対し，①非充実地域，

④充実地域は 78 歳であり，2 歳早く返納するといえる．

しかし，免許保持率が 50％，つまり 50％が免許返納す

る年齢は，3 地域すべて同じで 80 歳である．免許保持

率が 20％となる年齢，つまり 80％が免許を返納する年

齢は，①非充実地域，③効率地域は 88 歳だが④充実地

域は 85 歳であり，公共交通が充実地域している地域は

3歳早く免許返納する傾向がある． 

 

 

7. 本研究のまとめ 

 本研究は，高齢化や路線バスの財政負担の増加とい

った問題を抱える石川県小松市を対象に，バスの利用

に影響する要因をアンケート調査から明らかにし，さ

らに公共交通に関する市民ワークショップを行い，ア

ンケートだけでは把握できない課題やニーズを生の住

民の声を聞くことで調査した．そして，利用実態であ

る乗降調査データとニーズや利用意向であるアンケー

ト調査及びワークショップの 2 方面から現況把握と課

題抽出を行った．また，アンケート調査及びワークシ

ョップから，主に高齢者が運転できなくなった時や免

許を返納した後の移動手段の確保が重要であることを

確認し，免許返納の意思に影響する要因を生存時間分

析を用いて明らかにした．さらに，その要因の一つで

ある医療環境・福祉施設の充実度に関して感度分析を

行った． 次に，利用実態である乗降調査データを用い

て小松市を 3 つの地域に分類し，各地域について生存

時間分析を行うことで，免許返納率及び返納する年齢

に差があることを確認した． 

 さらに，医療環境・福祉施設の評価が最大まで上昇

すれば，各地域とも 3 年から 4 年早く運転免許の返納

が早まり公共交通の重要性が高まり利用促進できる可

能性がある．医療環境・福祉施設の充実度を上げるた

めには，評価が低い地域に対して医療施設や福祉施設

への交通の便を向上させるような路線，時刻表，便数

の調整が有効であると考える． 

 

7. 本研究の課題 

 本研究における今後の課題として，以下の 3 つが挙

げられる． 

 1 つ目は，小松市の路線バス乗降調査データを用いた

詳細な課題抽出が今後必要であるが，既存のデータの

みでは乗客の個人属性を把握することができないため，

アンケート調査結果とうまく紐づけすることができな

い．バス路線網再編支援のためには，高齢者や学生な

ど，より的を絞った現況調査の必要があるため，バス

利用者に焦点を当て，よりバスの利用について詳細な

項目を設けたアンケート調査の必要性があると考える． 

 2つ目に本研究の 5章以降で行った生存時間分析にお

いて，免許返納しようと考える年齢をそのまま時間 tと

してモデルを推定した結果，75歳や 80歳といった区切

りのいい数値に回答が集まる傾向があったため，生存

率曲線にもその傾向が表れていた．したがって，現在

の年齢との差を時間 tとすることで，何歳で免許返納す

るかではなく，何年後に免許返納するかという視点で

新たにモデルを推定する．それにより免許返納する意

思に影響するまた違う要因が挙げられる可能性がある． 

 3つ目に，本研究の 6章で行ったサンプリングに関し

て，地域をさらに細分化，路線バスの需要と供給を時

間帯および曜日別に集計，各地域の面積を考慮するな

共変量 性別 
買い物・通

院の頻度 

医療環境・福祉施設

の充実度 

① 0.4853 0.4413 1.8971 

③ 0.6667 0.4887 1.7500 

④ 0.4831 0.4723 3.0254 

表-2 各地域のパラメータ 

図-14 各地域の生存率曲線 
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ど．さらなる検討が必要であると考える． 
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